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東京オリンピッ

ク・パラリンピッ

ク招致本部 

2016 年オリンピック・パラリンピックの東京招致 

事
業
概
要 

 平成 28 年（2016 年）に開催される第 31 回オリンピック・パラリンピック競技

大会の東京招致を目指し、平成 18 年４月、東京オリンピック招致本部を設立した。

 平成 18 年８月 30 日、東京都が国内立候補都市に決定したことから、平成 21 年

の開催都市選定を目指し、開催計画の作成、招致に関する総合調整、招致気運の

醸成、国際招致活動に取り組んでいる。 

こ
れ
ま
で
の
経
過 

平成 17年９月・第３回都議会定例会における所信表明で、知事が正式にオリンピ

ック招致を表明 

平成 18 年２月・東京オリンピック基本構想懇談会のまとめを報告 

３月・都議会 第 31 回オリンピック競技大会の東京招致に関する決議 

・都議会 充実した東京パラリンピックの開催を求める決議 

４月・東京オリンピック招致本部設立 

       ・JOC に対し、立候補意思表明書及び都議会招致決議書を提出 

    ５月・「2016 年東京オリンピック基本方針」策定 

    ６月・JOC に対し「開催概要計画書」を提出 

    ８月・東京都が国内立候補都市に決定 

11 月・東京オリンピック招致委員会が任意団体として発足 

平成 19 年２月・東京オリンピック招致委員会が NPO 法人格を取得 

     ６月・国際オリンピック委員会（IOC）に対し、第 31 回オリンピック競

技大会（2016 年）立候補都市として東京都が立候補する旨を通知

     ９月・「平成 28 年（2016 年）第 31 回オリンピック競技大会の東京招致

について」閣議了解 

・IOC が第 31 回オリンピック競技大会（2016 年）の 7 申請都市を

発表 

平成 20 年１月・IOC に対し「申請ファイル」を提出 

現
在
の
進
行
状
況 

・平成 20 年 6 月に IOC 理事会から立候補都市（4 都市）の一つに選定された。東

京都の申請ファイルに対する評価は申請都市中第１位であった。 

・平成 20 年 7 月、名称を「東京オリンピック・パラリンピック招致本部」に変更

・平成 21 年 2 月 12 日までに IOC に提出する、オリンピック・パラリンピック競

技大会の開催計画書である「立候補ファイル」を作成している。 

・立候補都市選定後、北京オリンピックや国際会議の場を利用して、国際プロモ

ーション活動を展開している。 

今
後
の
見
通
し 

平成 21年 ２月     ・IOC に対し「立候補ファイル」を提出 

４～５月  ・IOC 評価委員会による立候補都市視察 

６月   ・IOC 委員を対象としたテクニカルミーティングで 

      プロモーション活動 

10 月    ・IOC が開催都市を決定（コペンハーゲン IOC 総会） 

平成 28 年 7 月 29 日 ・第 31 回オリンピック競技大会開会（8月 14 日閉会） 

      8 月 31 日 ・パラリンピック競技大会開会（9月 11 日閉会） 

問い合わせ先 
東京オリンピック・パラリンピック招致本部 

招致推進部 計画調整課 
電話 

03 － 5388 －

2159 

 


